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１．調査目的等

○本調査は、就労者の働き方の実態をWEB調査により把握することで、今後のテレ
ワークの普及促進策に役立てることを目的としている。

○調査の目的

○調査にあたっては、有識者及びテレワーク関係府省※で構成される「テレワーク人口
実態調査検討会」（座長：大西隆 日本学術会議会長・国立大学法人豊橋技術科学

大学学長）において、調査項目、調査内容、調査票の設計及び調査分析結果につい
て検討を行っている。

○調査の体制

※ 内閣官房情報通信技術総合戦略室、内閣府男女共同参画局、総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省



１．調査目的等 【用語の定義】

■テレワーク

ＩＣＴ（情報通信技術）等を活用し、普段仕事を行う事業所・仕事場とは違う場所で仕事をすること。

■テレワーカー

これまで、ＩＣＴ等を活用し、普段仕事を行う事業所・仕事場とは違う場所で仕事をしたことがあると回答した人

○在宅型テレワーカー

自宅でテレワークを行うテレワーカー

○サテライト型テレワーカー

自社の他事業所、または複数の企業や個人で利用する共同利用型オフィスやコワーキングスペース等でテレ

ワークを行うテレワーカー

○モバイル型テレワーカー

顧客先・訪問先・外回り先、喫茶店・図書館・出張先のホテル等、または移動中にテレワークを行うテレワーカー

■雇用型

民間会社、官公庁、その他の法人・団体の正社員・職員、及び派遣社員・職員、契約社員・職員、嘱託、パート、アル

バイトを本業としていると回答した人

■自営型

自営業・自由業、及び家庭での内職を本業としていると回答した人
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２．平成28年度調査の概要

調査の種類 調査の概要 調査対象者 実施日 有効サンプル数

■WEB調査

① 基礎調査

就業者を対象に、テレワーク
実施者の属性、実施状況、実
施環境、実施効果、実施して
いない人の今後の実施意向
等を把握

○WEB調査の登録者のう
ち、15歳以上の就業者
からランダムに約29万
人を抽出

2016年10月27日（木）
～10月31日（月）

40,000人
・雇用者 35,744人
・自営業主 4,256人

うちテレワーカー 5,673人
雇用者 4,761人
自営業主 912人

②

サテライト型・
モバイル型
テレワーカー調

査

サテライト型及びモバイル型
テレワーカーのテレワーク実
施理由、場所を選ぶ際に重視
する点等を把握

○①の調査の回答者のう
ち、週1日以上テレワー
クを実施しているサテラ
イト型及びモバイル型テ
レワーカー2,451人

2016年11月9日（水）
～11月12日（土）

1,985人
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WEB調査登録者（約29万人）

就業者40,000サンプル
（うちテレワーカー5,673サンプル)

①基礎調査

②サテライト型・モバイル型
テレワーカー調査

週1日以上テレワークを実施して
いるサテライト型及びモバイル型

テレワーカー2,451人

サテライト型・モバイル型
テレワーカー1,985サンプル



３．今年度調査の特徴

○これまでの調査は、「世界最先端IT国家創造宣言」におけるＫＰＩ（週一日以上終日
在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数）を念頭に、雇用型、在宅型のテレ
ワーカーを主なターゲットとして実施。

○平成28年度の調査は、多様化するテレワーカーの実態を適切に把握し、新たなＫ
ＰＩの検討に反映できるよう、調査内容を拡充して実施。

【主な拡充内容】

・在宅以外のテレワーカーや自営型テレワーカーの実態の把握

・週１日未満の低頻度のテレワーカーの把握

・業種や職種による普及度合いの把握

・テレワークを希望しない人や実施していない人の理由の把握 等
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（１）在宅以外、短時間、低頻度も含めたテレワーカーの実態
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４．調査結果



４．調査結果 （１）在宅以外、短時間、低頻度も含めたテレワーカーの実態
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【場 所】

◆「在宅型」以外にも、「サテライト型」や「モバイル型」が、在宅型と同程度存在。（p9）

◆雇用型は、「サテライト型」の殆どは「自社の他事業所等」で、「共同利用型オフィス等」は少数
だが、自営型は、雇用型に比べて「共同利用型オフィス等」の割合が高い。（p10)

◆自宅以外でテレワークをする理由は、「業務効率向上」が最も高く、次いで、「空き時間の有効
活用」、「移動中の時間を無駄にしたくない」。 （p11）

【平均仕事時間】

◆「サテライト型」が4.1時間／日で、「在宅」の2.9時間／日を上回り最長。 「モバイル型」は2.2時
間／日で短時間利用が多い。（p9）

【頻 度】

◆「在宅」、「サテライト型」、「モバイル型」の何れも、約半数は週1日以上の比較的高頻度である
一方、残りの半数は月数日や年数日といった頻度。（p9）

【仕事内容】

◆何れの場所でも、「メール・スケジュール等の簡単な確認、ネット検索」がもっとも多く、「資料作
成」が続く。「モバイル型」は、資料作成が相対的に少ない。テレビ会議等のコミュニケーション
を行っているのは1割程度。（p9）



４．調査結果 （１）在宅以外、短時間、低頻度も含めたテレワーカーの実態
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在宅型 サテライト型 モバイル型

テレワーカーの割合※

（ ）内は在宅型との重複を除いた割合
４７．１％ ５１．０％

（３４．３%）
５１．７％

（２５．８％）

平均仕事時間 ２．９時間／日 ４．１時間／日 ２．２時間／日

週1日以上テレワークを実施している
テレワーカーの割合

６０．８％ ４９．３％ ５０．２％

仕
事
内
容

メール・スケジュール等の簡単な
確認、ネット検索

８２．７％ ８４．２％ ８８．７％

資料作成 ７３．９％ ６９．４％ ５９．１％

テレビ会議 １１．０％ １８．８％ １０．５％

その他 ８．２％ ４．５％ ８．５％

テレワークの場所・時間・頻度等【雇用型・自営型を含む全体】

※重複回答を含むため、在宅型、サテライト型、モバイル型の合計値は100%とならない。

◆テレワーク制度等に基づく雇用型テレワーカーの割合

テレワーク制度等に基づく雇用型テレワーカーの割合は、７．７％※となっている。

※「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（平成29年5月30日閣議決定）」におけるＫＰＩ
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○雇用型は、「サテライト型」の殆どは「自社の他事業所等」で、「共同利用型オフィス等」は少数だが、自
営型は、雇用型に比べて「共同利用型オフィス等」の割合が高い。

１）雇用型・自営型別のテレワーク場所・頻度

４．調査結果 （１）在宅以外、短時間、低頻度も含めたテレワーカーの実態
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２）自宅以外でテレワークを実施する理由

○自宅以外でテレワークをする理由は、「業務効率向上」が最も高く、次いで、「空き時間の有効活用」、
「移動中の時間を無駄にしたくない」。

45.9%

32.4%

31.9%

25.7%

23.3%

19.5%

17.2%

17.1%

16.2%

10.2%

10.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事に集中でき、業務効率が高まるから

外出中の空き時間を有効に活用できるから

移動中の時間を無駄にしたくないから

直行や直帰ができ移動時間を短縮できるから

急ぎ対応・連絡が必要だから

自宅では集中して仕事ができないから

自宅よりもインターネット利用環境が整っているから

基本的に自宅では仕事をしたくないから

商談や打合せ、意見交換、情報収集ができるから

セキュリティが確保されているから

自宅には仕事に専念できる部屋・スペースがないから

その他

自
宅
以
外
の
場
所
で
テ
レ
ワ
ー
ク
を
し
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（
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19
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）
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４．調査結果 （１）在宅以外、短時間、低頻度も含めたテレワーカーの実態



（２）業種、職種、役職からみたテレワークの普及度合い
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４．調査結果
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【業 種】

◆雇用型では、「情報通信業」のテレワーカーの割合が突出して高く3割超。他業種はあまり大きな
差がなく、「運輸業」が最も低い。自営型でも「情報通信業」が最も高く約5割。次いで「金融・保険
業」が3割を超え、「農林水産・鉱業」が最も低い。（p14）

【職 種】

◆雇用型では、「研究開発・技術（ソフトウェア等）」のテレワーカーの割合が高く3割超。自営型では、
「ライティング（ブログ・記事作成、WEBコンテンツ作成等）」、「プログラマー」が高く5割超。（p15）

◆雇用型において、テレワークが可能と思われる「事務・企画」のテレワーカーの割合は低い。
（p15）

【役 職】

◆役職別に雇用型テレワーカーの割合を比較すると、一番高いのは「部長クラス」で、一番低いの
は「派遣・契約・嘱託、パート・アルバイト」。職位が高いほどテレワーカーの割合が高くなる傾向
にある。（p16）

４．調査結果 （２）業種、職種、役職からみたテレワークの普及度合い
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○雇用型では、情報通信業のテレワーカーの割合が突出して高く30%を超えている。他業種はあまり大
きな差がなく10～20%の間に集中しており、運輸業の7.5%が最も低い。

○自営型でも情報通信業が最も高く約50%、次いで金融・保険業が30%を超え、他業種は10～20%台に
集中しており、農林水産・鉱業の12.9%が最も低い。

業種別 雇用型テレワーカーの割合 業種別 自営型テレワーカーの割合

４．調査結果 （２）業種、職種、役職からみたテレワークの普及度合い

１）業種別のテレワーカーの割合

49.2%

34.1%

23.1%

19.2%

17.1%

15.9%

14.8%

13.7%

12.9%

22.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

情報通信業(n=181)

金融・保険業(n=138)

サービス業(n=1856)

製造業(n=281)

建設業(n=293)

不動産業(n=271)

運輸業(n=88)

卸・小売業・飲食業(n=642)

農林水産・鉱業(n=155)

その他(n=351)

自営型テレワーカー

32.3%

16.2%

15.3%

15.0%

14.8%

13.2%

11.5%

11.4%

11.3%

7.3%

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

情報通信業(n=1814)

建設業(n=2108)

製造業(n=6825)

金融・保険業(n=1602)

農林水産・鉱業(n=216)

不動産業(n=705)

サービス業(n=10319)

公務員(n=2612)

卸・小売業・飲食業(n=4690)

運輸業(n=1896)

その他(n=2957)

雇用型テレワーカー
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○雇用型では、「研究開発・技術（ソフトウェア等）」のテレワーカーの割合が高く3割超。自営型では、「ラ
イティング（ブログ・記事作成、WEBコンテンツ作成等）」、「プログラマー」が高く5割超。

○雇用型において、テレワークが可能と思われる「事務・企画」のテレワーカーの割合は低い。

職種別 雇用型テレワーカーの割合 職種別 自営型テレワーカーの割合

４．調査結果 （２）業種、職種、役職からみたテレワークの普及度合い

２）職種別テレワーカーの割合

51.8%

51.3%

40.0%

38.7%

27.9%

19.5%

15.2%

12.8%

12.6%

11.3%

19.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ライティング(n=164)

プログラマー(n=80)

クリエイティブ・デザイン(n=250)

設計・CAD系デザイナー(n=163)

専門職(n=638)

教育関連(n=339)

製造(n=230)

農林漁業従事者(n=164)

サービス・販売(n=1356)

建設／建築従事者(n=240)

その他(n=632)

自営型テレワーカー

35.8%

27.6%

26.7%

23.1%

22.5%

20.9%

13.1%

11.7%

11.4%

7.8%

7.1%

5.2%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

研究開発・技術（ソフトウェア等）

(n=1526)

クリエイティブ・デザイン(n=333)

営業(n=3135)

研究開発・技術（電気、機械等）(n=1145)

研究開発・技術（素材、食品等）(n=405)

研究開発・技術（建築、土木）(n=575)

専門職(n=4728)

事務・企画(n=10865)

建設／建築従事者(n=603)

サービス・メンテナンス(n=3991)

販売(n=3436)

製造(n=3242)

その他(n=1760)

雇用型テレワーカー
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○役職別に雇用型テレワーカーの割合を比較すると、一番高いのは「部長クラス」で、一番低いのは「派
遣・契約・嘱託、パート・アルバイト」。職位が高いほどテレワーカーの割合が高くなる傾向にある。

28.4%

30.1%

28.2%

23.9%

20.4%

18.4%

12.7%

12.1%

7.0%

経営層・役員クラス(n=1071)

部長クラス(n=1128)

課長クラス（管理職）(n=1860)

課長クラス（非管理職）(n=664)

係長・主任クラス（管理職）(n=1264)

係長・主任クラス（非管理職）(n=2726)

一般社員クラス(n=13273)

その他（専門職・特別職等）(n=463)

派遣・契約・嘱託、パート・アルバイト(n=13295)

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

雇用型テレワーカー率

４．調査結果 （２）業種、職種、役職からみたテレワークの普及度合い

役職別テレワーカーの割合

３）役職別テレワーカーの割合



（３）制度の有無からみたテレワーク
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４．調査結果
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【制度等の状況】

◆勤務先にテレワーク制度等がある（「制度等あり」）と回答した割合は、雇用者全体のうち14.2％。「制度
等あり」と回答した雇用者におけるテレワーカーの割合は54.6％、「制度等なし」と回答した雇用者にお
けるテレワーカーの割合は6.5％となっており、制度等があると回答した（勤務先に制度等があると認識
している）雇用者の過半数がテレワークを行っている。（p20）

【制度等と業種】

◆テレワーク制度等があると回答した雇用者を業種別にみると、情報通信業が多く、次いで、金融・保険、
製造業、建設業、不動産業。制度等があると回答した雇用者の割合が高い業種ほどテレワーカーの割
合が高い傾向にある。（p21）

【制度等と実施効果】

◆テレワークの実施効果について、雇用型で「全体的にプラス効果があった」と回答している割合は、「制
度等あり」での約7割に対し、「制度等なし」では約3割。勤務先に制度等があることが、テレワーク実施
のプラス効果を高めている。（p22）

◆プラス効果として、「業務効率が上がった」「自由に使える時間が増えた」という回答が4割超と多い一方、
テレワーク実施のマイナス効果として、「仕事時間（残業時間）が増えた」という回答も4割超と多い。
（p22）

４．調査結果 (３)制度等の有無からみたテレワーク
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【制度等と実施意向】

◆非テレワーカーのテレワーク実施意向は、雇用型で約4割、自営型で3割弱となっている。雇用型の
場合、制度等の有無の違いに着目すると、「制度等あり」が約6割、「制度等なし」が約4割と、前者の
方が実施意向が高い。（p23）

◆実施してみたいと思う理由として、「通勤時間・移動時間が削減できそうだから」、「自由に使える時
間が増えそうだから」という回答が約7割と多い一方、実施してみたいと思わない理由として、「自由
な時間が増えるとは思えないから」「労働時間が増えそうだから」と回答した人も約3割いた。 （p23）

【制度等があっても実施しない理由】

◆勤務先にテレワーク実施制度等があると回答し、テレワークを実施したいと思っている人が、テレ
ワークを実施していない理由は、「仕事内容がテレワークに馴染まない」が最も多く、次いで、「職場
の手続きが煩雑」、「職場でテレワークをしている人が少なく、気兼ねするから」となっている。（p24）

４．調査結果 (３)制度等の有無からみたテレワーク
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４．調査結果 (３)制度等の有無からみたテレワーク

○勤務先にテレワーク制度等がある（「制度等あり」）と回答した割合は、雇用者全体のうち14.2％。
○「制度等あり」と回答した雇用者におけるテレワーカーの割合は54.6％、 「制度等なし」と回答した雇

用者におけるテレワーカーの割合は6.5％となっており、制度等があると回答した（勤務先に制度等
があると認識している）雇用者の過半数がテレワークを行っている。

3.0%

4.8%
5.1%

1.2%
0.4%

49.5%

36.0%

雇用者(n=35744）

社員全員を対象にテレワーク等

が規定

一部の社員を対象にテレワーク

等が規定

制度はないが会社や上司などが

テレワーク等を認めている

試行実験（トライアル）をおこなっ

ている

上記には該当しないがテレワーク

等を認めている

認めていない

わからない

14.2%

勤務先にテレワーク制度等があると回答した割合 制度等の有無別のテレワーカー割合

１）勤務先のテレワーク制度等の有無

54.6%

6.5%

45.4%

93.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用型・制度等あり

(n=5060）

雇用型・制度等なし

(n=30684）

テレワーカー 非テレワーカー
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○テレワーク制度等があると回答した雇用者を業種別にみると、情報通信業（34.4%）が多く、次いで、
金融・保険（19.9%）、製造業（19.5%）、建設業（16.4%）、不動産業（15.6%）が上位を占めている。

○「制度等あり」と回答した雇用者の割合が高い業種ほどテレワーカーの割合が高い傾向にある。

４．調査結果 (３)制度等の有無からみたテレワーク

勤務先にテレワーク制度等があると回答した割合（業種別）

２）勤務先のテレワーク制度等の有無（業種別）

34.4%

19.9%

19.5%

16.4%

15.6%

13.9%

11.3%

10.9%

10.8%

7.6%

7.0%

65.6%

80.1%

80.5%

83.6%

84.4%

86.1%

88.7%

89.1%

89.2%

92.4%

93.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報通信業（n=1814）

金融・保険業（n=1602）

製造業（n=6825）

建設業（n=2108）

不動産業（n=705）

農林水産・鉱業（n=216）

サービス業（n=10319）

卸・小売業・飲食業（n=4690）

公務員（n=2612）

運輸業（n=1896）

その他（n=2957）

雇
用
型

制度等あり 制度等なし

0%

10%

20%

30%

40%

0% 10% 20% 30% 40%

テ
レ
ワ
ー
カ
ー
率

テレワーク等の制度の導入割合

テ
レ
ワ
ー
カ
ー
の
割
合

「制度等あり」と回答した割合
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○テレワークの実施効果について、雇用型で「全体的にプラス効果があった」と回答している割合は、 「制
度等あり」での約7割に対し、 「制度等なし」では約3割。勤務先に制度等があることが、テレワーク実施
のプラス効果を高めている。

○プラス効果として、「業務効率が上がった」「自由に使える時間が増えた」という回答が4割超と多い一方、
テレワーク実施のマイナス効果として、「仕事時間（残業時間）が増えた」という回答も4割超と多い。

回答者が感じるテレワーク実施効果の有無

55.5%

71.7%

33.1%

39.4%

22.6%

62.6%

5.1%

5.7%

4.4%

雇用型テレワーカー全体

(n=4761)

うち制度等あり

(n=2761)

うち制度等なし
(n=2000)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体的にプラス効果があった 特に効果はなかった 全体的にマイナス効果があった

《プラス効果の内容》

49.4%

44.3%

39.7%

19.4%

19.2%

11.2%

10.9%

8.5%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業務の効率が上がった

自由に使える時間が増えた

通勤時間・移動時間が減った

家族と過ごす時間が増えた

突発的な事態へ対応できた

病気や怪我でも出勤せず仕事ができた

新たな交流・人脈が生まれたり、

ビジネスのヒントが得られたりした

育児・子育て、介護の時間が増えた

その他【
雇
用
型
テ
レ
ワ
ー
カ
ー
】
プ
ラ
ス
効
果
が
あ
っ
た
（

n=
26

42
）

《マイナス効果の内容》

46.5%

28.6%

15.9%

15.9%

14.3%

6.5%

5.7%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事時間（残業時間）が増えた

業務の効率が下がった

職場に出勤している人に気兼ねした

職場に出勤している人と

コミュニケーションが取りづらかった

職場に出勤している人に迷惑をかけた

職場にいないため、

疎外感・孤独感を感じた

日中自宅にいることで、

ご近所の方の目が気になった

その他

【
雇
用
型
テ
レ
ワ
ー
カ
ー
】マ
イ
ナ
ス
効
果
が
あ
っ
た
（

n=
24

5）

４．調査結果 (３)制度等の有無からみたテレワーク

３）テレワークの実施効果
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○非テレワーカーのテレワーク実施意向は、雇用型で約4割、自営型で3割弱となっている。
○雇用型では制度等の有無の違いに着目すると、「制度等あり」が約6割、「制度等なし」が約4割と、前
者の方が実施意向が高い。

○実施してみたいと思う理由として、「通勤時間・移動時間が削減できそうだから」、「自由に使える時間
が増えそうだから」という回答が約7割と多い一方、実施してみたいと思わない理由として、「自由な時
間が増えるとは思えないから」と回答した人も約3割いた。

39.2%

40.5%

59.2%

39.0%

27.5%

60.8%

59.5%

40.8%

61.0%

72.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非テレワーカー（全体）(n=34327)

雇用型非テレワーカー(n=30983)

制度等あり(n=2299) 

制度等なし(n=28684)

自営型非テレワーカー(n=3344) 

実施してみたいと思う 実施してみたいとは思わない

《実施してみたいと思う理由》

69.3%
67.4%

44.1%
26.8%

16.3%
14.7%

8.9%
5.4%

3.3%

0.4%
0.9%

0% 20% 40% 60% 80%

通勤時間・移動時間が削減できそうだから

自由に使える時間が増えそうだから

自宅で仕事が可能だと思うから

家族との時間が増えそうだから

業務の効率が上がりそうだから

育児・子育ての時間が増えそうだから

災害や事故発生時でも仕事ができるから

介護などの時間が増えそうだから

自身の病気や怪我により通勤が困難であるから

会社が推奨しているから

その他【
雇
用
型
非
テ
レ
ワ
ー
カ
ー
】
実
施
し
て
み
た
い

（
n=

12
53

6）

《実施してみたいと思わない理由》

31.9%

25.8%

21.0%

19.4%

14.3%

9.4%

8.7%

6.9%

6.8%

6.3%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自由な時間が増えるとは思えないから

労働時間が増えそうだから

業務効率が下がりそうだから

セキュリティが心配だから

疎外感を感じるから、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝがとりづらいから

テレワークを実施するための手続きが煩雑だから

テレワークで残業しても残業代がつかないから

自由な時間を増やそうとは思わないから

実施者が少なかったり、利用しにくい雰囲気だから

周りに迷惑をかけそうだから

その他【
雇
用
型
非
テ
レ
ワ
ー
カ
ー
】
実
施
し
て
み
た
い
と

思
わ
な
い
（n

=1
84

47
）

４．調査結果 (３)制度等の有無からみたテレワーク

４）テレワークの実施意向

非テレワーカーにおけるテレワーク実施意向
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○勤務先にテレワーク制度等があると回答し、テレワークを実施したいと思っている人が、テレワークを
実施していない理由は、「仕事内容がテレワークに馴染まない」の39.6%が最も多い。

○次いで、「職場の手続きが煩雑」の21.1%、「職場でテレワークをしている人が少なく、気兼ねするから」
の17.0%となっている。

39.6%

21.1%

17.0%

7.3%

2.4%

12.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事の内容が、テレワークに

馴染まないと思うから

職場での手続きが煩雑だから

職場でテレワークをしている人が少なく、

気兼ねするから

職場にいないため、テレワークをすると

疎外感・孤独感を感じそうだから

日中自宅などで仕事をしていると、

ご近所の方の目が気になるから

その他

【
雇
用
型
非
テ
レ
ワ
ー
カ
ー
】
制
度
等
あ
り
（

n=
13

60
）

４．調査結果 (３)制度等の有無からみたテレワーク

５）テレワークを実施していない理由

テレワークを実施していない理由



（４）テレワークの認知状況
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４．調査結果
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４．調査結果 (４)テレワークの認知状況

○回答者における「テレワーク」という働き方の認知度は53.3%（「知っていた」18.5%、「聞いたことはあっ
たが内容はよく知らない」34.9%）。

「テレワーク」という働き方の認知度

18.5%

34.9%

46.7%

回答者全体（n=40000）

知っていた

聞いたことはあったが、

内容はよく知らない

知らなかった

53.3%

22.6%

13.2%

34.7%

35.1%

42.7%

51.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性(n=22388)

女性(n=17612)

全
体

知っていた 聞いたことはあったが、内容はよく知らない 知らなかった

14.9%

16.8%

19.3%

18.1%

23.8%

27.9%

31.1%

34.1%

39.5%

40.9%

57.2%

52.1%

46.6%

42.4%

35.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15～29歳(n=6570)

30～39歳(n=7976)

40～49歳(n=9488)

50～59歳(n=9849)

60歳～(n=6117)

全
体

知っていた 聞いたことはあったが、内容はよく知らない 知らなかった


